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1. 19年 9月中間期の連結業績 (平成19年 4月 1日 ～ 平成19年 9月30日)
(％表示は対前年中間期増減率)(1) 連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 中間(当期)純利益
百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％

19年 9月中間期       69,348    △3.2         582   △36.8         621     1.4         234     4.0
18年 9月中間期       71,615    △1.7         921    17.6         612    11.7         225   △63.0
19年 3月期      158,677－        4,088－        3,495－        1,867－

1株 当 た り 中 間 潜 在 株 式 調 整 後 1株 当 た り
(当 期 )純 利 益 中 間 (当 期 )純 利 益

円 銭 円 銭
19年 9月中間期           8.86－
18年 9月中間期           8.51－
19年 3月期          70.52－
(参考) 持分法投資損益 19年 9月中間期            2百万円 18年 9月中間期            6百万円 19年 3月期           17百万円

(2) 連結財政状態
自己資本比率 １株当たり純資産総 資 産 純 資 産

百万円 百万円 ％ 円 銭
19年 9月中間期      104,751       61,367     58.6       2,316.75
18年 9月中間期      107,112       59,774     55.8       2,256.57
19年 3月期      118,403       61,363     51.8       2,316.58
(参考) 自己資本 19年 9月中間期       61,367百万円 18年 9月中間期       59,774百万円 19年 3月期       61,363百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現 金 及 び 現 金 同 等 物
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
19年 9月中間期       △3,088      △17,485         △239       16,964
18年 9月中間期       △2,067       △1,773         △212       31,309
19年 3月期        1,689        1,124        △399       37,777

2. 配当の状況

１ 株 当 た り 配 当 金

(基準日) 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
19年 3月期         7.00         9.00       16.00

(実績)20年 3月期         8.00
20年 3月期(予想)         8.00       16.00

3. 20年 3月期の連結業績予想 (平成19年 4月 1日 ～ 平成20年 3月31日)
(％表示は対前期増減率)

１ 株 当 た り
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 当 期 純 利 益
百万円      ％ 百万円      ％ 百万円      ％ 百万円      ％ 円 銭

 通 　 期      160,000     0.8       4,600    12.5       3,700     5.9       2,000     7.1         75.50

－ 1 －



4. その他
(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 無

(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則･手続、表示方法等の変更(中間連結財務諸表作成のため
 の基本となる重要な事項の変更に記載されるもの)

会計基準等の改正に伴う変更 無
以外の変更 有

(3) 発行済株式数(普通株式)
期末発行済株式数(自己株式を含む)19年 9月中間期      26,493,555株 18年 9月中間期      26,493,555株 19年 3月期      26,493,555株
期末自己株式数 19年 9月中間期           4,929株 18年 9月中間期           4,287株 19年 3月期           4,695株

(参考) 個別業績の概要
(平成19年 4月 1日 ～1. 19年 9月中間期の個別業績 平成19年 9月30日)

(％表示は対前年中間期増減率)(1) 個別経営成績
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 中間(当期)純利益
百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％

19年 9月中間期       66,380    △3.1         563   △41.4         602    △7.0         212   △27.1
18年 9月中間期       68,538    △1.5         961    34.6         647    41.3         291   △37.0
19年 3月期      152,411－        4,100－        3,492－        1,905－

1株 当 た り 中 間
(当 期 )純 利 益

円 銭
19年 9月中間期           8.03
18年 9月中間期          11.01
19年 3月期          71.93

(2) 個別財政状態
総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
19年 9月中間期      103,359       61,141     59.2       2,308.22
18年 9月中間期      105,572       59,597     56.5       2,249.86
19年 3月期      116,694       61,159     52.4       2,308.87
(参考) 自己資本 19年 3月期       61,159百万円19年 9月中間期       61,141百万円 18年 9月中間期       59,597百万円
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

 ①当中間連結会計期間の概況

　当社グループは、自社ソリューションの強化、コンサル型営業の拡大、市場別戦略による事業推進に重点を置き、

事業活動を展開いたしましたが、ハードウェアの価格競争激化ならびにシステムの複雑化による商談長期化等の影響

を受け、当中間連結会計期間の受注高は、73,554百万円（前年同期比4.2％減）、売上高は、69,348百万円（同3.2％

減）となりました。

　損益につきましては、営業利益は、582百万円（同36.8％減）となりました。コンサル型営業の浸透により、ソフト

ウェアサービスを中心に売上総利益率は改善いたしましたが、売上高の減少、販売費及び一般管理費の増加の影響を

カバーするには至りませんでした。

　経常利益は、621百万円（同1.4％増）、中間純利益は、234百万円（同4.0％増）を計上いたしました。

 

平成18年９月中間期 平成19年９月中間期 前年同期比 平成19年３月期

金額
（百万円）

百分比
（％）

金額
（百万円）

百分比
（％）

増減額
（百万円）

増減率
（％）

金額
（百万円）

百分比
（％）

 受注高 76,811 － 73,554 － △3,256 △4.2 164,389 －

 売上高 71,615 100.0 69,348 100.0 △2,267 △3.2 158,677 100.0

 売上総利益 12,116 16.9 12,324 17.8 208 1.7 26,364 16.6

 販売費及び一般管理費 11,194 15.6 11,741 16.9 547 4.9 22,276 14.0

 営業利益 921 1.3 582 0.9 △339 △36.8 4,088 2.6

 経常利益 612 0.9 621 0.9 8 1.4 3,495 2.2

 特別利益 35 0.0 5 0.0 △29 △84.4 155 0.1

 特別損失 29 0.0 85 0.1 55 187.3 103 0.1

 中間(当期)純利益 225 0.3 234 0.3 9 4.0 1,867 1.2

［受注の状況］

　受注につきましては、前年同期比4.2％の減少となりました。価格競争激化の影響から、情報システム、保守サービ

スが減少いたしました。一方で主力のソフトウェアサービス、情報・通信システム関連工事が堅調だったコンストラ

クションサービスが微増となりましたが、全体の減少をカバーするには至りませんでした。

区分

平成18年９月中間期 平成19年９月中間期 前年同期比 平成19年３月期

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

増減額
（百万円）

増減率
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

情報システム 24,916 32.5 22,009 29.9 △2,907 △11.7 53,163 32.4

ソフトウェアサービス 38,665 50.3 38,953 53.0 287 0.7 85,038 51.7

情報ネットワークサービス計 63,581 82.8 60,962 82.9 △2,619 △4.1 138,201 84.1

保守サービス計 7,361 9.6 6,697 9.1 △663 △9.0 14,476 8.8

コンストラクションサービス計 5,868 7.6 5,894 8.0 26 0.4 11,711 7.1

合計 76,811 100.0 73,554 100.0 △3,256 △4.2 164,389 100.0
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［売上の状況］

　売上につきましては、前年同期比3.2％の減少となりました。情報ネットワークサービス、保守サービスが減少いた

しましたが、コンストラクションサービスは増加いたしました。

区分

平成18年９月中間期 平成19年９月中間期 前年同期比 平成19年３月期

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

増減額
（百万円）

増減率
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

情報システム 23,176 32.4 21,162 30.5 △2,013 △8.7 52,050 32.8

ソフトウェアサービス 36,343 50.7 36,275 52.3 △68 △0.2 80,044 50.5

情報ネットワークサービス計 59,520 83.1 57,438 82.8 △2,082 △3.5 132,094 83.3

保守サービス計 7,332 10.2 6,723 9.7 △608 △8.3 14,491 9.1

コンストラクションサービス計 4,763 6.7 5,186 7.5 423 8.9 12,091 7.6

合計 71,615 100.0 69,348 100.0 △2,267 △3.2 158,677 100.0

〔情報ネットワークサービス〕

　情報ネットワークサービスの売上高は、57,438百万円（同3.5％減）となりました。

　このうち、情報システムの売上高は、ハードウェアの価格競争激化の影響で21,162百万円（同8.7％減）と減少いた

しました。また、ソフトウェアサービスの売上高も、ユーザーニーズの多様化・システムの複雑化による商談長期化

の影響を受け36,275百万円（同0.2％減）と、前年並にとどまりました。しかしながら、対象市場別戦略の明確化と、

投資対効果を明示したコンサルティング型提案スタイルの推進により、自社ソリューションの拡販に努めました結果、

ソフトウェアサービスの売上総利益率は改善しております。

　主な事業活動といたしましては、自社ソリューション「ITマネジメントサービス」および「WebAS Component」の拡

販と商品力強化に努めました。

　お客様のITライフサイクルを総合的にサポートし、コンサルティング、システム運用、資産管理、ハード・ソフト

保守などのサービスをワンストップで提供する「ITマネジメントサービス」につきましては、ITマネジメントサービ

ス本部を新設し、体制の強化を行いました。また、新サービスとして企画・導入から運用・評価までサポートする

「ITIL運用管理サービス」をメニューに加えたほか、アウトソーシングニーズに対応し、ＦＪＢ第二データセンター

を開設（10月1日付）いたしました。

　お客様に最適なWebサービスを実現する業務ソリューション「WebAS Component」につきましては、７種類の業種業

務ソリューションを加え、ラインナップを拡充いたしました。

〔保守サービス〕

　保守サービスの売上高は、6,723百万円（同8.3％減）となりました。

　ハードウェアの価格下落に伴う保守サービス価格の継続的な低下により、前年を下回りました。

　保守サービスの一層の効率化とサービス品質維持のため、当社グループは、株式会社富士通エフサスとともに、新

会社「株式会社エフサス・テクノ東日本」を設立（10月1日付）いたしました。

　東日本地区（埼玉以北）における当社グループの直接分担地域を一部に集中するとともに、広い地域を新会社が分

担し、富士通グループ全体で集中化による効率化とサービス強化を推進してまいります。

〔コンストラクションサービス〕

　コンストラクションサービスの売上高は、5,186百万円（同8.9％増）となりました。

　携帯電話基地局工事など、情報・通信システム関連の工事が堅調に推移したほか、企業のオフィス移転・リニュー

アル工事、情報セキュリティ強化に伴う入退室監視システム工事、中規模ビル管理システム工事などのサービスが伸

長いたしました。
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②通期の見通し

　通期の業績につきましては、売上総利益率の改善および営業費用の効率化等により、売上高160,000百万円（前年比

0.8％増）、営業利益4,600百万円（同12.5％増）、経常利益3,700百万円（同5.9％増）、当期純利益2,000百万円（同

7.1％増）を予想しております。

通期

平成18年度 平成19年度 増減率（％）

売上高（百万円） 158,677 160,000 0.8

営業利益（百万円） 4,088 4,600 12.5

経常利益（百万円） 3,495 3,700 5.9

当期純利益（百万円） 1,867 2,000 7.1

(2）財政状態に関する分析

①主要な資産・負債及び純資産の状況

（資産）

　総資産は、前年同期比2,361百万円減少（前年同期比2.2%減）して104,751百万円となりました。中間期末月の売上

高が前年同期より減少したため、受取手形及び売掛金の残高が2,681百万円減少しました。また、現金及び預金は3,274

百万円、投資有価証券は5,253百万円それぞれ減少した一方、有価証券は2,298百万円、預け金は5,930百万円それぞれ

増加し、資金の一部は短期へシフトしました。

（負債）

　負債は、前年同期比3,953百万円減少（同8.4%減）して43,384百万円となりました。支払手形及び買掛金の中間期末

残高は、ハードウェアを主とした仕入高が前年同期より減少したため、4,552百万円減少しました。

（純資産）

　純資産は、前年同期比1,592百万円増加（同2.7%増）して61,367百万円となりました。株主資本の中間期末残高は、

純利益の計上により増加した一方、配当金により423百万円減少し、1,451百万円増加しました。

 

 ②キャッシュ・フロー

 

（百万円） 

     0 

15,000 

25,000 

20,000 

現金及び 
現金同等物 
期首残高 

30,000 

35,000 

40,000 37,777 

営業C/F 投資C/F 財務C/F 現金及び 
現金同等物 
期末残高 

△3,088 

△17,485 

△239 

当期減少額 
△20,813 

キャッシュ・フローの状況（平成19年9月中間期） 

16,964 

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動、投資活動及び財務活

動によるキャッシュ・フローがマイナスとなった結果、16,964百万円（前年同期比45.8%減）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により使用した資金は3,088百万円となりました。税金等調整前当期純利益541百万円を計上し、期首に高

水準であった売上債権が決済されて資金が増加したものの、仕入債務の減少額がこれを上回り、また法人税等の支払

があったため、営業活動全体では資金の減少となりました。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は17,485百万円となりました。投資有価証券の売買による資金の純増が2,916百万円

あった一方で、償還期間１年の預け金20,000百万円を設定したため資金の減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は239百万円となりました。主に配当金の支払によるものであります。

［連結キャッシュ・フローの状況］

区分

平成17年９月
中間期

平成18年９月
中間期

平成19年９月
中間期

平成19年３月期

 金額（百万円）  金額（百万円）  金額（百万円）  金額（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,918 △2,067 △3,088 1,689

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,236 △1,773 △17,485 1,124

財務活動によるキャッシュ・フロー △159 △212 △239 △399

現金及び現金同等物の増減額 △3,314 △4,053 △20,813 2,414

現金及び現金同等物の期末残高 30,034 31,309 16,964 37,777

 ［キャッシュ・フローのトレンド］  

平成17年９月
中間期

平成18年９月
中間期

平成19年９月
中間期

平成19年３月期

自己資本比率（％） 54.9 55.8 58.6 51.8

時価ベースの自己資本比率（％） 41.5 46.4 48.6 41.0

債務償還年数（年） － － － －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － － － －

※　自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式総数（自己株式控除後）により算出

しております。

３．営業キャッシュ・フローは中間連結（連結）キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しております。有利子負債は、中間連結（連結）貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払ってい

る全ての負債を対象としております。また、利払いについては、中間連結（連結）キャッシュ・フロー計算書の

利息の支払額を使用しております。

４．債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを２倍にし、年額換算しております。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

　利益配分につきましては、株主の皆様への安定的・機動的な配当と、事業基盤の安定・拡充に備えるための内部留

保の充実を、総合的に考慮して決定することを基本方針としております。

  平成19年９月期の中間配当につきましては、本年4月の決算発表時に予想として公表いたしましたとおり、普通配当

８円とさせていただきました。

　内部留保資金につきましては、新サービスの提供のために活用してまいります。
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２．企業集団の状況
　最近の有価証券報告書（平成19年6月26日提出）における「事業系統図（事業の内容）」および「関係会社の状況」か

ら重要な変更がないため開示を省略いたします。

３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　平成19年3月期中間決算短信（平成18年10月26日開示）により開示を行った内容から「中期経営計画の経営目標値」

を除き、重要な変更がないため開示を省略いたします。

　当該中間決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ）

http://www.fjb.fujitsu.com

 (東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ））

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html

(2）中長期的な会社の経営戦略

　平成19年3月期決算短信（平成19年4月26日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略い

たします。

　当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ホームページ）

http://www.fjb.fujitsu.com

 (東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ））

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html
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４．中間連結財務諸表
(1) 中間連結貸借対照表

  
前中間連結会計期間
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金  11,592  8,318  12,383  

２．受取手形及び売掛金 ※２ 35,535  32,853  43,317  

３．有価証券  1,600  3,898  2,409  

４．たな卸資産  10,442  11,220  10,477  

５．預け金  19,717  25,648  23,386  

６．その他  2,791  2,729  4,881  

７．貸倒引当金  △40  △17  △49  

流動資産合計  81,639 76.2 84,650 80.8 96,806 81.8

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産 ※１ 3,146  3,099  3,081  

２．無形固定資産  1,434  1,242  1,362  

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券  14,691  9,438  10,993  

(2）その他  6,758  6,829  6,678  

(3）貸倒引当金  △558  △509  △518  

投資その他の資産合計  20,892  15,757  17,153  

固定資産合計  25,473 23.8 20,100 19.2 21,596 18.2

資産合計  107,112 100.0 104,751 100.0 118,403 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※２ 28,193  23,640  35,543  

２．その他  7,816  8,239  10,030  

流動負債合計  36,009 33.6 31,879 30.4 45,573 38.5

Ⅱ　固定負債        

１．退職給付引当金  11,153  11,260  11,250  

２．役員退職慰労引当金  175  243  215  

固定負債合計  11,328 10.6 11,504 11.0 11,465 9.7

負債合計  47,338 44.2 43,384 41.4 57,039 48.2

        

(株）富士通ビジネスシステム（8092）　平成 20 年３月期中間決算短信

－ 8 －



  
前中間連結会計期間
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

 １．資本金  12,220 11.4 12,220 11.7 12,220 10.3

 ２．資本剰余金  11,811 11.0 11,811 11.3 11,811 10.0

 ３．利益剰余金  35,665 33.3 37,118 35.4 37,122 31.3

 ４．自己株式  △5 △0.0 △6 △0.0 △6 △0.0

株主資本合計  59,691 55.7 61,143 58.4 61,147 51.6

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差額金  83 0.1 224 0.2 216 0.2

評価・換算差額等合計  83 0.1 224 0.2 216 0.2

純資産合計  59,774 55.8 61,367 58.6 61,363 51.8

負債純資産合計  107,112 100.0 104,751 100.0 118,403 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減率
(％)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   71,615 100.0  69,348 100.0 △3.2  158,677 100.0

Ⅱ　売上原価   59,499 83.1  57,024 82.2 △4.2  132,312 83.4

売上総利益   12,116 16.9  12,324 17.8 1.7  26,364 16.6

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

※１  11,194 15.6  11,741 16.9 4.9  22,276 14.0

営業利益   921 1.3  582 0.9 △36.8  4,088 2.6

Ⅳ　営業外収益            

１．受取利息及び
配当金

 327   664    670   

２．持分法による
投資利益

 6   2    17   

３．雑収入  48 381 0.5 59 727 1.0 90.4 130 818 0.5

Ⅴ　営業外費用            

１．退職給付積立
不足償却額

 626   626    1,253   

２．雑支出  64 691 0.9 61 688 1.0 △0.4 157 1,411 0.9

　経常利益   612 0.9  621 0.9 1.4  3,495 2.2

Ⅵ　特別利益            

１．貸倒引当金戻
入益

 9   4    －   

２．投資有価証券
売却益

 25   －    155   

３．その他  － 35 0.0 0 5 0.0 △84.4 － 155 0.1

Ⅶ　特別損失            

１．投資有価証券
売却損

 25   50    99   

２．投資有価証券
評価損

 1   34    1   

３．投資等償還損  3 29 0.0 － 85 0.1 187.3 3 103 0.1

税金等調整前中
間(当期)純利益

  618 0.9  541 0.8   3,547 2.2

法人税、住民税
及び事業税

 259   234    1,879   

法人税等調整額  133 392 0.6 71 306 0.5 △21.9 △200 1,679 1.0

中間（当期）純利
益

  225 0.3  234 0.3 4.0  1,867 1.2
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

　前中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

 株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

12,220 11,811 35,701 △5 59,727 206 59,933

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当　（注）   △211  △211  △211

取締役賞与金　（注）   △50  △50  △50

中間純利益   225  225  225

自己株式の取得    △0 △0  △0

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

     △122 △122

中間連結会計期間中の変動額合計
　　　　　　　　 （百万円)

－ － △36 △0 △36 △122 △159

平成18年９月30日　残高
（百万円）

12,220 11,811 35,665 △5 59,691 83 59,774

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

　当中間連結会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

 株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

12,220 11,811 37,122 △6 61,147 216 61,363

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当   △238  △238  △238

中間純利益   234  234  234

自己株式の取得    △0 △0  △0

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

     8 8

中間連結会計期間中の変動額合計
　　　　　　　　 （百万円)

－ － △3 △0 △4 8 3

平成19年９月30日　残高
（百万円）

12,220 11,811 37,118 △6 61,143 224 61,367
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　前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

12,220 11,811 35,701 △5 59,727 206 59,933

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当　（注）   △211  △211  △211

剰余金の配当   △185  △185  △185

取締役賞与金　（注）   △50  △50  △50

当期純利益   1,867  1,867  1,867

自己株式の取得    △0 △0  △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     9 9

連結会計年度中の変動額合計
　　　　　　　　 （百万円) 

－ － 1,420 △0 1,419 9 1,429

平成19年３月31日　残高
（百万円）

12,220 11,811 37,122 △6 61,147 216 61,363

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間(当期)純利益  618 541 3,547

減価償却費  378 405 845

退職給付引当金の増減額（減少：
△）

 65 10 162

役員退職慰労引当金の増減額（減
少：△）

 △46 28 △6

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △39 △41 △68

受取利息及び受取配当金  △327 △664 △670

持分法による投資損益（利益：
△）

 △6 △2 △17

投資有価証券評価損  1 34 1

投資等償還損  3 － 3

投資有価証券売却益  △25 － △155

投資有価証券売却損  25 50 99

有形固定資産廃却損  33 10 59

無形固定資産廃却損  － － 0

その他損益（収益：△）  14 17 24

売上債権の増減額（増加：△）  7,509 10,428 △257

たな卸資産の増減額（増加：△）  470 △743 435

その他資産の増減額（増加：△）  18 112 122

仕入債務の増減額（減少：△）  △8,936 △11,902 △1,585

未払消費税等の増減額（減少：
△）

 △717 △660 △55

その他負債の増減額（減少：△）  334 314 516

取締役賞与金の支払額  △35 － △50

小計  △661 △2,060 2,950

利息及び配当金の受取額  327 646 684

法人税等の支払額  △1,732 △1,674 △1,945

営業活動によるキャッシュ・フロー  △2,067 △3,088 1,689
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前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

有価証券の取得による支出  △1,300 △2,995 △1,300

有価証券の売却による収入  910 2,995 2,510

預け金の預入による支出  － △20,000 －

有形固定資産の取得による支出  △285 △205 △426

無形固定資産の取得による支出  △265 △133 △484

投資有価証券の取得による支出  △3,081 △1,695 △3,640

投資有価証券の売却による収入  2,243 4,611 4,453

敷金保証金の払込による支出  △116 △23 △122

敷金保証金の返還による収入  100 32 110

投資その他の資産の取得による支
出

 △6 △77 △10

投資その他の資産の回収による収
入

 27 5 33

その他  0 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,773 △17,485 1,124

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

配当金の支払額  △212 △238 △398

その他  △0 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー  △212 △239 △399

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（減
少：△）

 △4,053 △20,813 2,414

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  35,362 37,777 35,362

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高

 31,309 16,964 37,777
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 　本中間連結財務諸表は、すべての

子会社３社を連結したものでありま

す。

同左 　本連結財務諸表は、すべての子会

社３社を連結したものであります。

 （連結子会社名）

　エフ・ジェイ・ビー・サプライ㈱

 　ＦＪＢエージェント㈱

  コンテンツ・プランナー㈱

 

（連結子会社名）

同左

（連結子会社名）

同左

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用の関連会社数

１社

（関連会社名）

ウェブテクノロジー㈱

(1）持分法適用の関連会社数

同左

（関連会社名）

同左

(1）持分法適用の関連会社数

同左

（関連会社名）

同左

 (2）持分法を適用していない関連会

社（㈱三光通信他1社）は、中間

純利益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。

(2）持分法を適用していない関連会

社

同左

(2）持分法を適用していない関連会

社（㈱三光通信他1社）は、当期

純利益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いて

も連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。

３．連結子会社の中間決算日

（事業年度）等に関する

事項

　連結子会社の中間決算日は中間連

結決算日と一致しております。

同左 　連結子会社の事業年度の末日は連

結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事

項

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

①　有価証券

満期保有目的の債券

同左

①　有価証券

満期保有目的の債券

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直

入法によって処理し、売却

原価は移動平均法により算

定しております。）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直

入法によって処理し、売却

原価は移動平均法により算

定しております。）

 時価のないもの

　　 主として移動平均法による

原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産

機器及び材料

先入先出法による原価法

②　たな卸資産

機器及び材料

同左

②　たな卸資産

機器及び材料

同左

 仕掛品

個別法による原価法

仕掛品

同左

仕掛品

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

　主として定率法を採用してお

ります。

 

（主な耐用年数）

①　有形固定資産

　定額法

　減価償却費の計算には以下の

見積耐用年数を使用しておりま

す。

①　有形固定資産

　主として定率法を採用してお

ります。

 

（主な耐用年数）

 建物及び構築

物
３～50年

機械装置及び

運搬具
３～７年

工具器具及び

備品
２～20年

建物及び構築

物
３～50年

工具器具及び

備品
２～20年

建物及び構築

物
３～50年

工具器具及び

備品
２～20年

 ──────  （会計方針の変更）

　従来、有形固定資産の減価償

却の方法は主として定率法を採

用しておりましたが、当中間連

結会計期間から定額法へ変更し

ました。あわせて耐用年数につ

いてもビジネスごとに実態に応

じた回収期間を反映したものと

し、残存価額についても実質的

残存価額としました。

　この変更は、当中間連結会計

期間より親会社である富士通株

式会社が有形固定資産の減価償

却方法を定率法から定額法に変

更することに伴い、親子会社間

の会計処理を統一すること、ま

た、当社グループの減価償却費

をより適正に期間配分すること

を目的としております。

　当社グループの有形固定資産

は、耐用年数にわたってほぼ平

均的に利用しております。うち、

工具器具及び備品の大部分を占

めるサーバ・ネットワーク機器

は、使用期間にわたる定額保守

契約が一般化し、設備修繕費用

はほぼ平準化しております。

　また、アウトソーシングサー

ビスなど、役務提供期間にわ

たって収益認識をするサービス

への設備投資が近年増加してお

り、こうした設備投資の状況を

適時に把握できるような社内体

制も整備されました。

　これによる影響額は軽微であ

ります。

　なお、前連結会計年度末まで

に取得価額の５％まで償却を完

了した設備については、残存価

額を備忘価額として５年間で減

価償却を再開しておりますが、

これによる償却費の増加額７百

万円が前記の影響額に含まれて

おります。

──────
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 ②　無形固定資産

 　市場販売目的のソフトウェア

については、主として見込販売

数量（有効期間３年）に基づく

方法、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年以内）に基づく

定額法を採用しております。

②　無形固定資産

同左

②　無形固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

　当中間連結会計期間末に有す

る売掛金、貸付金その他これら

に準ずる債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。

①　貸倒引当金

同左

①　貸倒引当金

　当連結会計年度末に有する売

掛金、貸付金その他これらに準

ずる債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

 ②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。

　会計基準変更時差異は、10年

による均等額を費用処理してお

ります。

　過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により費用処理して

おります。

　数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。

②　退職給付引当金

同左

②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

　会計基準変更時差異は、10年

による均等額を費用処理してお

ります。

　過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により費用処理して

おります。

　数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間に基づく

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしておりま

す。

 ③　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金

同左

③　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

(4）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

(5）その他中間連結財務諸

表(連結財務諸表)作成

のための基本となる重

要な事項

 

①　消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

①　消費税等の会計処理

同左

①　消費税等の会計処理 

同左 

②　ソフトウェア開発契約の収益認

識基準

　ソフトウェアの開発契約のう

ち一定金額以上のものについて

は、進行基準により収益を認識

しております。

②　ソフトウェア開発契約の収益認

識基準

同左

 

 

 

②　ソフトウェア開発契約の収益認

識基準

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっております。

同左 同左

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（役員賞与に関する会計基準） 

　当中間連結会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準

第4号　平成17年11月29日）を適用して

おります。

　これによる損益に与える影響はあり

ません。

―――――― （役員賞与に関する会計基準） 

　当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第4号

　平成17年11月29日）を適用しており

ます。

　これにより、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は、それぞ

れ26百万円減少しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

　当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第5号　平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第8号　平

成17年12月9日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は59,774百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

　当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号　平成17年12

月9日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第8号　平

成17年12月9日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は61,363百万円であります。

　なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（平成19年９月30日）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

5,124 百万円      4,847 百万円       4,863百万円

※２　中間連結会計期間末日満期手形

　中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理は、手形交換日を

もって決済処理しております。

なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間連結会

計期間末日の残高に含まれてお

ります。

※２　中間連結会計期間末日満期手形

　中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理は、手形交換日を

もって決済処理しております。

なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間連結会

計期間末日の残高に含まれてお

ります。

※２　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日の満期手形

の会計処理は、手形交換日を

もって決済処理しております。

なお、当連結会計年度の末日は

金融機関の休日であったため、

次の満期手形が連結会計年度末

日残高に含まれております。

受取手形 290 百万円

支払手形 5 百万円

受取手形 328 百万円

支払手形 26 百万円

受取手形 161 百万円

支払手形 11 百万円

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額

※１．販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額

※１．販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額

従業員給料手当 3,996 百万円

従業員賞与 1,528

ソフトウェア費 1,325

退職給付費用 122

役員退職慰労引当

金繰入額
66

従業員給料手当 4,097 百万円

従業員賞与 1,620

ソフトウェア費 1,413

退職給付費用 140

役員退職慰労引当

金繰入額
37

従業員給料手当 7,939 百万円

従業員賞与 3,050

ソフトウェア費 2,569

退職給付費用 260

役員退職慰労引当

金繰入額
107

貸倒引当金繰入額 4
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末　

株式数（千株）

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株）

当中間連結会計期間

末株式数（千株）

 発行済株式     

 　　普通株式 26,493 － － 26,493

合計 26,493 － － 26,493

 自己株式     

 　　普通株式（注） 4 0 － 4

合計 4 0 － 4

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日

定時株主総会
普通株式 211 8 平成18年３月31日 平成18年６月28日

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成18年10月26日

取締役会
普通株式 185 利益剰余金 7 平成18年９月30日 平成18年12月１日
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当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末　

株式数（千株）

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株）

当中間連結会計期間

末株式数（千株）

 発行済株式     

 　　普通株式 26,493 － － 26,493

合計 26,493 － － 26,493

 自己株式     

 　　普通株式（注） 4 0 － 4

合計 4 0 － 4

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当

額（円）
基準日 効力発生日

平成19年５月24日

取締役会
普通株式 238 9 平成19年３月31日 平成19年６月27日

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資 

１株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日

平成19年10月25日

取締役会
普通株式 211 利益剰余金 8 平成19年９月30日 平成19年11月30日
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前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末　

株式数（千株）

当連結会計年度増加

株式数（千株）

当連結会計年度減少

株式数（千株）

当連結会計年度末

株式数（千株）

 発行済株式     

 　　普通株式 26,493 － － 26,493

合計 26,493 － － 26,493

 自己株式     

 　　普通株式（注） 4 0 － 4

合計 4 0 － 4

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日

定時株主総会
普通株式 211 8 平成18年３月31日 平成18年６月28日

平成18年10月26日

取締役会
普通株式 185 7 平成18年９月30日 平成18年12月１日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度末後となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月24日

取締役会
普通株式 238 利益剰余金 9 平成19年３月31日 平成19年６月27日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

現金及び預金勘定 11,592 百万円

有価証券勘定 1,600 

預け金勘定 19,717 

償還期間が３ヶ月

を超える債券
△1,600 

現金及び現金同等

物
31,309 

現金及び預金勘定 8,318 百万円

有価証券勘定 3,898 

預け金勘定 25,648 

償還期間が３ヶ月

を超える債券
△900 

預入期間が３ヶ月

を超える預け金
△20,000 

現金及び現金同等

物
16,964 

現金及び預金勘定 12,383 百万円

有価証券勘定 2,409 

預け金勘定 23,386 

償還期間が３ヶ月

を超える債券
△402 

現金及び現金同等

物
 37,777 

（リース取引関係）

　　　中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間（平成18年９月30日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 593 595 1

(3）その他 － － －

合計 593 595 1

２．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 200 327 126

(2）債券 2,078 2,082 4

(3）その他 10,079 10,012 △66

合計 12,358 12,422 64

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）満期保有目的の債券  

非上場債券 2,406

(2）その他有価証券  

非上場株式 486

投資事業組合への出資金 234

（注）有価証券（非上場株式）について1百万円減損処理を行っております。
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当中間連結会計期間（平成19年９月30日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 593 597 4

(3）その他 － － －

合計 593 597 4

２．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 202 197 △4

(2）債券 1,782 1,786 4

(3）その他 5,505 5,865 359

合計 7,490 7,849 359

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）満期保有目的の債券  

非上場債券 1,104

(2）その他有価証券  

非上場株式 442

短期社債等 2,998

投資事業組合への出資金 185

（注）有価証券（非上場株式）について34百万円減損処理を行っております。
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